
第２回 いわき市土木審議会

◆数字で見るいわき市の道路事情

01 いわき市の基本情報

02 人口減少の現状と将来推計
03 道路予算とその使われ方
04 道路・橋梁の現状
05 インフラを守るひとの現状
06 インフラをとりまく状況と市の取組み
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Data
【面 積】

1,232.51 
km2

【街 路 樹】
高木 約 8,100 本
中木 約 1,300 本
低木 約 65,000 ㎡

【橋 梁】
約 2,000 橋

約 20 kｍ

【道 路 照 明】

約 1,400 基
【市 道】

約 9,000 路線

約 3,500 km

【人 口】

31.8 万人

【市 税】
市民１人あたり

16.1 万円

Road facilities

行政区域：1,232.51 km2
都市計画区域 ：376.17 km2
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田人

勿来

小名浜

常磐

内郷

好間

（市街化区域 ：101.01 km2）

支所

IWAKI
広大な市域に都市機能の集積地が分散する多核型の都市構造
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※2024年時点 ※2023年度

都市計画区域外 ：856.34 km2



中核市
比較

Current situation
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【 面 積 】

（62都市）

27位

６位

【 市道延長 】

【 土木職員数 】

42位

【 人 口 】

56位

【 可住地の割合 】

６位

【橋 梁 数】

※本資料では、平地区、小名浜地区、勿来地区、常磐地区、内郷地区、四倉地区、好間地区を都市部
小川地区、遠野地区、久之浜・大久地区、田人地区、三和地区、川前地区を中山間部と表現しています。

総面積の28.6％

27位

【 道路維持管理費 】

約6.6億円

【人 口】
2060年には人口が

半分以下
【歳 入】

中長期的には

減少傾向

【50年経過橋梁】

全体の95％以上
2060年頃

【市道延長】
市民１人あたり

２倍
2060年頃

【住 民】
市の人口の

94％
都市部に居住

【道路舗装率】

73.1％

【道路予算】

45億円

【道路費の割合】

つくる≒まもる

【総ぐるみ運動参加者】

158,970人
※2024年の実績

【苦情・要望対応時間】
年間

約1,000時間
※経済土木課を除く

【工事費用】
20年間で

約２倍

Future

２
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【職員の高齢化】
道路パトロール職員

平均66.6歳
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※2024年時点
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平 小名浜 勿来 常磐 内郷 四倉 好間 小川 遠野 久・大 三和 田人 川前

人口(人)

【31.8万人】

※各年のいわき市「市統計書」をもとに土木政策課で作成市の人口はこれまでの約30年で22％減少している
2024年時点で人口の約94％が都市部に居住している

約94％

居住地ごとの人口推移について

４

【36.1万人】
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1995年を100としたときの地区別人口の推移

平 小名浜 勿来
常磐 内郷 四倉
遠野 小川 好間
三和 田人 川前
久・大 市全体

(％)

(年)

2024年2019年2015年2010年2005年2000年1995年地区名
90,79099,221102,54998,077100,44399,25697,324平
80,00383,09083,26977,60077,57576,34775,784小名浜
46,13548,43449,71350,54952,70954,56654,607勿来
31,43633,82935,17434,88636,66637,79037,981常磐
23,56326,63327,44826,81328,96430,67431,078内郷
14,00914,06414,57715,13716,17217,17917,671四倉
4,5785,1255,5846,0656,6197,0247,307遠野
6,2346,5636,8587,2117,7358,0838,088小川

12,28813,30413,96313,35813,78114,05114,397好間
2,3192,7513,0853,4243,8674,3034,589三和
1,1941,4221,6431,9952,2342,4662,775田人

7789541,1311,3591,5771,7982,047川前
4,4874,8155,2435,7756,1506,6016,950久・大

317,814340,205350,237342,249354,492360,138360,598市全体

※各年のいわき市「市統計書」をもとに土木政策課で作成

ほとんどの地区で人口減少が進行している
特に中山間部では顕著に人口減少が進行している

地区別人口の推移

５
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（出典）いわき市「いわき創生総合戦略」R3.3

2060年には人口が2015年の半分以下に

中山間部では2015年比で80％以上人口が減少する地区も

全ての地区で人口減少が進行

将来人口の推計

2060年には人口の約半分が65歳以上に ６
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（出典）国土交通省「令和７年度版国土交通白書」

市町村における土木費はピーク時の1993年度の約11.5兆円から約６割程度まで減少している

市町村における土木費の推移

８
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土木費合計 河川費 住宅費 都市計画費 道路費

東日本大震災（2011年３月）

東京オリンピック
（2021年７月）

新型コロナウイルス感染症の流行

東日本台風
（2019年10月）

(百万円)

年度

ロシアによるウクライナ侵攻
（2022年2月～）

道路費45億

河川費10～20億

住宅費30億

土木部関係費
90億ほど

いわき市における道路費は近年では45億円程度となっている

いわき市における土木費の推移

※各年の決算書をもとに土木政策課で作成

９



労務単価は2025年まで13年連続で上昇している。

公共工事設計労務単価の推移（全国全職種平均値）

（出典）国土交通省「令和７年度版国土交通白書」

13年連続で上昇

東日本大震災
（2011.3.11）

11



（要因）
・建設業の担い手確保・育成
・2024年度の時間外労働の上限規制適用 など

（要因）
働き方改革に伴う「週休２日の推進」による補正
復旧・復興に係る補正

（要因）
・原材料価格の高騰
・円安
・賃金上昇など

20年前に比べ２倍近く費用がかかる↓

同じ費用で実施できる延長は半分に!!
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道路改良工事 河川工事

公共工事諸経費の比較（直接工事費10,000千円の工事費）

2003年時点 2024年時点

1.2倍

1.4倍

1.3倍

1.2倍

工
事

費
（

千
円

）

〈公共工事労務単価〉
20年間で
約1.6倍

〈物価〉
20年間で
約1.1倍

〈公共工事諸経費〉
20年間で

約1.2～1.4倍

物価・諸経費の上昇

※土木政策課作成 12
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道路費

【つくる予算】
道路の拡幅や新たに舗装など
をするための予算

【守る予算】
今あるものを維持するための予算

以前は
守る＜つくる

近年では
守る≒つくる

(百万円)

年度

道路構造物長寿命化修繕の
本格化などが原因で増加傾向

これまでと同様の維持管理を行うために必要な費用が増加
新たにつくる・改良するための費用が減少

道路費と性質別経費の推移

※各年の決算書をもとに土木政策課で作成
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東日本大震災（2011年３月）

震災復興事業
• 生活道路再生（舗装）
• 側溝土砂撤去



◆数字で見るいわき市の道路事情

01 いわき市の基本情報
02 人口減少の現状と将来推計
03 道路予算とその使われ方
04 道路・橋梁の現状
05 インフラを守るひとの現状
06 インフラをとりまく状況と市の取組み



Current situation

Future
【人 口】

2060年には人口が

半分以下
【50年経過橋梁】

全体の95％以上
2060年頃

【市道延長】
市民１人あたり

２倍
2060年頃

中核市
比較

２位

【 面 積 】

（62都市）

27位

６位

【 市道延長 】

【 土木職員数 】

42位

【 人 口 】

56位

【 可住地の割合 】

６位

【橋 梁 数】

総面積の28.6％

27位

【 道路維持管理費 】

約6.6億円

【道路予算】

45億円

【道路費の割合】

つくる≒まもる

【総ぐるみ運動参加者】

158,970人
※2024年の実績

【苦情・要望対応時間】
年間

約1,000時間
※経済土木課を除く

【工事費用】
20年間で

約２倍

【歳 入】
中長期的には

減少傾向

14

【住 民】
市の人口の

94％
都市部に居住

※2024年時点

【道路舗装率】

73.1％

※2023年時点

【職員の高齢化】
道路パトロール職員

平均66.6歳
※2024年時点

※2023年時点

※2024年時点

※2024年時点

※2024年時点

※2023年時点

※2021年時点

※2024年時点



0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

平均：272km市
道

実
延

長
（

km
）

中山間部は市道延長が短い傾向がある

地区ごとの市道延長

15



0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平均：51km

国
県

道
延

長
（

km
）

中山間部は国・県道延長が長い傾向がある

地区ごとの国県道延長

16



中山間部では多くの市民が国道・県道沿いに居住している

【三和地区】 【田人地区】

100人～
50～99人
25～49人
5 ～25人

国道
県道
市道

【凡例】

250m四方における人口

中山間部の居住実態
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平均：1,040橋

いわき市：1,971橋

(橋)

（出典）国土交通省「令和３年度道路メンテナンス年報」

「いわき市道路構造物長寿命化修繕計画」

【現在】
この時期に作られた構造物に
不具合が生じてきている

【今後】
建設後50年を経過する構造物が
どんどん増える

中核市の橋梁数

2050年時点

2025年時点

※市では橋梁等の長寿命化を図るため、
いわき市道路構造物長寿命化修繕計画を
策定し定期点検や修繕を計画的に実施中

※現在は２巡目の定期点検が終了

（2054年頃）全体の約95％

（2025時点）全体の約30％

供用後50年が経過する橋の割合は
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Current situation

Future
【人 口】

2060年には人口が

半分以下
【50年経過橋梁】

全体の95％以上
2060年頃

【市道延長】
市民１人あたり

２倍
2060年頃

中核市
比較

２位

【 面 積 】

（62都市）

27位

６位

【 市道延長 】

【 土木職員数 】

42位

【 人 口 】

56位

【 可住地の割合 】

６位

【橋 梁 数】

総面積の28.6％

27位

【 道路維持管理費 】

約6.6億円

【道路予算】

45億円

【道路費の割合】

つくる≒まもる

【総ぐるみ運動参加者】

158,970人
※2024年の実績

【苦情・要望対応時間】
年間

約1,000時間
※経済土木課を除く

【工事費用】
20年間で

約２倍

【歳 入】
中長期的には

減少傾向

20

【住 民】
市の人口の

94％
都市部に居住

※2024年時点

【道路舗装率】

73.1％

※2023年時点

【職員の高齢化】
道路パトロール職員

平均66.6歳
※2024年時点

※2023年時点

※2024年時点

※2024年時点

※2024年時点

※2023年時点

※2021年時点

※2024年時点



地域による美化活動（市民総ぐるみ運動など）での除草・側溝清掃など

人口減少・高齢化の進行により市民の負担増が見込まれる

一人あたり
舗装延長

6.9ｍ

【都市部】

一人あたり
舗装延長

29.4ｍ

【中山間部】可燃ごみ

1,268 t
土砂

777t

中山間部ではすでに
負担が大きくなっている

多くの市民の協力により
道路の安全が守られている

除草

側溝清掃

ゴミ拾い

【年間の作業量】 遠野

三和

田人

川前

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0
人口１人当たりの舗装済延長（地区別）

平 小名浜
勿来 常磐
内郷 四倉
遠野 小川
好間 三和
田人 川前
久之浜・大久

(m)

2024年時点
一人あたり

97.5ｍ

2060年には
一人あたり

438.7ｍ

中山間部では都市部比で約4.3倍の延長を支えている

【市民総ぐるみ運動】
2025年度 参加者158,970 人

10年間で約45,000人減

【一人当たりの負担】

※田人地区

※田人地区

市民の皆さんの負担

※土木政策課作成
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（62都市）

27位

６位
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【道路予算】

45億円

【道路費の割合】

つくる≒まもる

【総ぐるみ運動参加者】

158,970人
※2024年の実績

【苦情・要望対応時間】
年間

約1,000時間
※経済土木課を除く

【工事費用】
20年間で

約２倍

【歳 入】
中長期的には

減少傾向
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【住 民】
市の人口の

94％
都市部に居住

※2024年時点

【道路舗装率】

73.1％

※2023年時点

【職員の高齢化】
道路パトロール職員

平均66.6歳
※2024年時点

※2023年時点

※2024年時点

※2024年時点

※2024年時点

※2023年時点

※2021年時点

※2024年時点
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道路パトロールスタッフの推移（職員数、平均年齢）

職
員
数
（
人
）

平
均
年
齢
（
歳
）

平均年齢上昇

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

2005 2010 2015 2020 2024

4,297

3,696

273268

市職員数と土木職員の推移

市職員
土木職員

職
員
数
（
人
）

横ばい

18.7

24.4

28.9

27.7

25.6

21.8

26.7

26.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024

2005

10・20代 30代 40代 50・60代

30代以上の職員の割合が増加

土木職員の年齢構成

市職員の現状

※土木政策課作成
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東日本大震災

約7,000人減 約2,500人減

約2,000人増

建設就業者数の推移と
65歳以上の建設就業者数が占める割合

就
業
者
数
（
人
）

業
者
数
（
者
）

234 231

35 30

約
１
８

入札参加資格者登録業者数（土木工事一式）の推移

都市部（平、小名浜、勿来、常磐、内郷、四倉、好間）の登録業者
中山間部（遠野、小川、三和、田人、久之浜・大久）の登録業者

65
歳
以
上
が
占
め
る
割
合
（
％
）

17.0％

18.0％

市内建設就業者数
65歳以上の市内建設就業者数
市内建設就業者数のうち65歳以上が占める割合
全国建設就業者数のうち65歳以上が占める割合

市内建設事業者の現状

※土木政策課作成
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インフラに関する国の動向

激甚化する風水害・大規模地震への対策

インフラの老朽化対策の強化

重要インフラの機能維持

官民連携の推進

デジタル化の推進

インフラの集約・再編 …等

国の取り組み社会的影響の大きい災害

• 東日本大震災
• 南海トラフ地震

頻発する異常気象
• 西日本豪雨
• 東日本台風

インフラの深刻な老朽化

• 笹子トンネル崩落事故
• 八潮市道路陥没事故
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官民連携 による維持管理手法の導入
（業務の省力化、地域事業者の担い手確保）

持続性を高める道路マネジメントの推進目 標

選択と集中によるメリハリある みちづくり方針１

みちづくり

整備要望に対する評価の明確化施策 ➌

道路ストックの最適化施策 ➊

適正なインフラメンテナンスの推進施策 ➋

快適で魅力的な道路空間の創出施策 ➌

防災・減災対策の推進施策 ➊

安全・安心な道路機能の向上施策 ➋

ＤＸ推進
（生産性の向上、EBPMの推進）

安全・安心でまちの魅力を高める みちづくり方針２

市の目標と方針 道路事業基本方針より

施策の実現に向けて
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（出典）浜松市「浜松市道路施設管理基本方針 」R6.3
浜松市「浜松市舗装長寿命化計画（改定版」）R6.3

1,174㎞

7,254㎞市道

一般県道

主要地方道

補助国道

重要路線の選定 浜松市の取り組み

静岡県浜松市では、膨大な延長の道路を管理するため、防災・減災、老朽化対策の優先度の指標として
浜松市重点管理路線を設定し、優先順位を明確にした維持管理を行っている

重点管理路線

一般路線

279km

（管理道路延長の14％）

（管理道路延長の86％）

うち市道 279㎞
（市道総延長の3.7％）

管理道路延長 8,433㎞
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面 積

人 口

道路管理延長

橋梁数

土木費

1558.11 ㎢

8,433㎞

5779橋

553.7億円

78.8万人（政令指定都市）
※令和6年1月1日住民基本台帳登載人口

1232.51㎢

3516.2㎞

1855橋

167.3億円

30.6万人（中核市）

※浜松市舗装長寿命化計画（改訂版）R6.3

浜松市橋梁長寿命化修繕計画（改訂版）R6.3

浜 松 市 い わ き 市

浜松市といわき市の比較

令和７年度当初予算 28

1.3倍＞

2.6倍＞

2.4倍＞

3.1倍＞

3.3倍＞


